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が，との訳はすでに明らかであるが，職員給与改善費，物価騰貴対処費である。24年になると，

教育費，士ポ费，遊業経済費，社会労働費，（県債) ，保健衛生費の順となっているが（第3 表)，こ

の構成は，その後も今日まで受けづがれている構成であって，この時点ですでに戦後の鳥取県の経

费構造が形成されていることがうかがわれる。各款のなかで中心となる項目は，教育費については

職員給と諸手当，土木費については炎害土木復旧費，産藥経済費に'0 いては農林水産業費と農地改

本費, 社会労働費については生活保護費，社会福祉費， 童福祉費，職業安定費，保健衛生費につ

いては保健所費，結核予防費等となっでいる。, ここには戦後改舉における教育制度改革，農地改苹,
労働改草の反映がうかがわれるとともに，’国政委任ま称または国,'，県共通事務に厲するものかか

に多いかが明らかである。

国家独占資本主義下，「中央集権化J傾向が貧徹するなかで，とにかく制度上法文上地方き治が与

えられたがために，貧弱団体といえども全国的統一的規格ニナショナル. ミニマムの行政水準を追

求せざるをえなくなり, それが財政上の廣担を重くすることになった。こうし：t もともとま主財源

の乏しかった貧弱団体は，ますます国庫への依存を強めざるをえないことになった。鳥取県の場合

は国政委任事務や共通事務をまかなうのに圾々としていて，何ら県独IIの積極的な施策，特に生産

効果のあがる享業を展開することができなかった。非生産的経費多いことは，富裕団体との間に

投資誘因の差を生み，それがひいては生産力ニ地域経済力の格差の拡大をもた.らしたといえよう.。

このようにして戦後地方税財政改本は，少なくとも法文上• 制度上では多くのXぐkで地方自治を生

かしうる項目を持ちながらも，貧弱0 体にとっては実質的にはますます中央に依存せざるをえない

方向を、与えた。もっとも地方の側もそれを受け入れる中央志向の保守的な支配構造;^';温存されてい
(16) .

たことも指摘されねばならない。鳥取県という貧弱団体を通して戦後地方税財政改ホをみろと，そ

れは決して「貧弱J を解决することなぐ終ったのである。

,■ (鳥取大学教養部助教授y

注(1の. 例えば，贫ij‘3な鳥取県財政のKiiK(不足をどうする力、について，（■なんとかして中央政府に泣きつき，或いは欧い下りt 

そしてこの地力分与税を相当に; ゥて来ると力、，成 、は各® の国の助成金をとゥて来な、とならぬJ と四 18細れ:は答え 

ている（鳥 収 県 金 謝 錄 ，昭和22ザ-6/)3'P)。

—— 2 1 8 (5 0 4 )—

アジアにおける食糧危機の構造

 新植民地主義との関連のもとに■------

中 村 卓

F A O が 1 9 7 1年 8 月 に 公 ぜ し た *1970〜8 0 年の農産物需給展望 J ^A gricultural Commodities Project­
ions, 1 9 7 0 ~ 1 9 8 0 '0において楽観的な分析を行なっている。大凡つぎのように述べている 6 結局，全穀 

類の需給バランスは，全世界では 197 0年 の 生 摩 1 0 億ぶ0 0 0 万 ト ン ，消 費 1 0 億 8 9 7 0万 ト ン （緩越在庫 

を含む）• 輪 出 76 6 万 ト ン か ら 1980 年 に は 生 産 1 4 億 2740 万 ト ン . 消 費 1 3 億 6 5 7 0万 ト ン . 輪出余力 

6 1 7 0方トンであろう，と予M している。輪出余力をもつ主な H は現在と同じ北アメリカ， ネーストラ 

リア， ラチン . . アメリカでもり， アジアは日本を除くと 3 6 0 ガトン， 日★の 230Q万トンの不足を入 

れると 2660ガトンの不足になろさ . 食糧不足国のインド，バキスタンも余剰® に転じ， タイは 4 4 0万' 
トンの余剰をもち，中 轉 は 5 0 0万トン余の不足をもつであろう。 アジア諸国の不足は主に小麦力、雑穀 

であり，米穀は殆んどの国が輸出余力をもつであろう。

イ ン ド ,バ キ ス タ ン （糊こ東バキスタン),セイロンを含む南アジア平均 1 人当り穀類消費量は 1970 
年 の 145. 3 キログラムが 19?5 年 に は 約 1 4 9 キログラム前後になる。 1 人 当 り 1 日分の栄養水準は同 

年度につきそれぞれ 2 1 9 4力ロリ 一 （$ 白質53. 2 グラム〉• 2264〜 2 2 8 7カ ロ リ ー （蛋白質5 6 グラム）であ 

ろう - 小 麦 ‘雑穀の生産および消費の大部分は欧米先進国によって占められ先進菌では小麦は従来 

どおり需妻に合わせて生産を調整していくであろうが，低開発国では広 < 普及してきた高収量品種や 

農業技術改善で， 1 9 7 0年代の生産は小麦が年率 4. 2 % ,雑 穀 が 2 ,9 % といずれも人口槽加を上回る瑪 

産となるであろう。 小爱の需給バランスは 1 9 7 0年 の 80 0 方 ト ン の 不 足 か ら 1 9 8 0年 の 1 8 0 0万トンの 

輸出余剰となる。雑 穀 は 1 9 7 0年 の 3 7 0 方トンの不足から 1 9 8 0年 に は 411Q万トンの膨大な輸出余剰  

となる。 と う し た ア ジ ア に お け る 穀 颜 の 生 産 は ■ の年命」 に基づく高収量品種の導入によるも 

のであ> る， として全般的にはアジアにおける食糧危機の間題は姿を消してしまっている。

1 9 6 6年以降急速に普 

ン ，リ' fリュー

シ 3 ンカt単なる高収量品種の導入のみに止まらず， それに伴うより多くの廣業投入とその他の奥業諸

I 9 6 0年代の前半期から後平期にかけて危機を経験したアジアの糧需給は，. f 1)
及しはじめた高収量品種によって未来が明るくなゥたと、われているが， このグリ

条件を必要とする（例わよ*肥料のJ部!: *農族，灌概施設等）という理由で，ナシg ナル ，の 立

躲からみてもアジアの後れた社会的経済的構造のもとで :取たして何効;这生産増 ';̂ ミ. 1 人当り消費のおム 

大が可能であるか疑問となる。 をれぱかりでなく， また植民地時代の帘国主義国との支配従厲的請閲 

係が戦後の独立をかち得た後も形を変えて存続しすでにマルクスによっても規定された 1 9 世紀に 

おけるイギリスと後進の間の関係が鹿史的段階を異 .にして甚だしく歪められ，戦後のこれらアジア 

飯開発諮 •国の国家資本主義の性格に複雑な様相を与，えていることも明らかである。 してみれば FAO

注 （1 ) m i m M 「ア ジ ア 農 粟 の 新 展 開 J P. 7 .
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流の樂観的立得に立って判断することが危険であをことが理解できる害である。例えぱ，韓国の如く 

最近近代化の道を迎りつつあるといわれる国においては殊更に尖鋭化された形で糧の危機は深まる 

一方であり，それは日本国家独占資本主義と統一的に理解したときにはじめて核心にふれることがで 

きる問題なのである。

I ァジァ開発途上国の戦後経済構造

《1) モノカルチユア型経済を規定ナるもの

1964年のジュネープにおける国迪贸易開発会議の主要譲題の一つに取り上げられて以来，第一次 

商品問’題は特に一般の注意を喚起するものであった。第一次商品（農産物，林産物. 水産物，紘産物等 

多数品目を含む）は一般に低開発国の輪出の実に9 0 % を占めるという現実に基づいて，その安定が 

その国の経済発展に極めて重大であることは想像できるのだが，唯それだけの理由から第一次商品 

が問題になるのではない。ナショナル，ュコノミ一の問題として重要であると同時に，それが帝H  
主義国との従属的諸関係を含んだ問題を提起しているからに他ならない。

19世紀中葉，産業資本の確立をみたィギリスは植民地の植栽事業にのり出し,世界市場に向って 

の輸jJd用特定の少数特産物を対象にした第一次産品部門だけが不均等に肥大化し，民衆の生活必需 

品の座‘業部門（食糧生産を含めて）は極度に寨縮してしまうという産業構造は1880〜1 9 3 0年の問に 

顕著な展開をみせ，それが第2 次大戦後はその政治的独立と制度的近代化にも拘わらず基本的に不 

変のまま残されたのである。イギリス植民地に限らず，とのようなモノカルチュア型「輪出経済J 
の現時点にまでの拡延現象は，先進資本主義 (帝国主義国）との政治，経済雨面での重庄的諸関係 

にお.し清されてきた低開発国一般に見られる普遍的な存在である。こうしたモノカルチュア型産業 

構造をいまなお規定している力は，基本的に不変のままに現存する旧植民地（低開発国）時代からの 

金融構造に他ならない。植民地時代から続く征開発型の金融構造が，今日なおモノカルチュア型の 

産業化を促進し，植民地時代からの伝統的「共同体」を基礎にした自給自足をつづけさせ自生的な 

産業化の萌しを全く持たないままで戦後の「工業化」過程に入り込みながら国民を飢えさせている 

のである。モノカルチュア型輸出経済の避|11|化された発展が，伝統的，共同体的村落秩序と結びつ 

いて，一方に輪入された西欧资本主義社会と伝統的な農村社会が相S に並存してプーヶのいう「ニ 

重社会J を;ff參成するとともに，他方に経济を働かしている中国人，ィンド人，非アジァ人と’共に後 

れた共同体的規制の中に生き続けてい，る原住民が相互に交わることもなく独ほの社会を形成して， 

ファーュバルのいわゆるr複合社会J を形成して，これらが低|)H発国の真に近代的な発展を阻止す 

る条仲をつくり出しているのでもる。

経済的 • 政治的従腐の帰結であるとともに逆にこれを激化する没割を果たした'TiV国主義国による

—— 220(666) ——
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金融的従属化の構造の上に，媒開発® が戦後の独立を契機にしてその中央銀行を•'接《I したり, 

外資を導入したとしても，低開発国はその政治的独立にふさわしい自立的国民経済を建設してゆく 

ことは基本的に難しいのである。

ピ一ル銀行法（1S44年）の制定により金本位制をまずイギリス経済のなかで完成させ，それをとおし

て諸外国も次第に国際金本位制へ強制しようとする。まさに•■国際的均南J を優先させ為替安定を犧

牲にするような「国内経済成長J 追求を否定するものであった。すなわちイギリスは産業革命を経適

してから植民地のモノカルチュア型産業化（セイP*ンのコーヒ一植栽め如き）にのりだした背後は, m

際均衡を雄持するためにはどうしても国際収支の均衡維持（二輪出経済構造の定礎によってr銀行贷出J と

発券残高の鋭模をl$i界づけようとする）が不可欠となるような13際金融ルールつソりがあぅたのである。

従属的モノカルすュア型ま藥構造の骨格は19世紀ゆ年代までに，当時は未だ紅茶でな.くコーヒーの

植栽地であったセイP ンでピール銀行後をチコとしたrffl際金融のメ力ニズムを背景J にしてつくら

れた。この外国為替銀行時代のr保証準備発行額直接制限制J は次期の政府抵i格時代(通貨発行局制庇>
に移行した段階でもその基本精神は引継がれ， r通賞発行局はr上級J 通貨，通例スターリングと，

国内通貸とを, 相冗に交換する単なる名誉る両替人にすぎない。同烏は貨勝供給を左右する力をも (4)
っていないJ という開係のもとに「国療均衡®先J の方向が貫かれた。だからモノカルチュア型輸出 

産業（植敕産業）は積極的に迫求されるかわりに国内農村セクターの経済開発は逼塞する。 幣的. 金：

, 融的従属は，経済的，政治的従厲P 結果であると共に他面ではこの従属性を朔め,永続させる要因と 

なる。だから低開発国においては内部成長型経済開発を喚起する金融政策を打ち出すことができず， 

一層これを後れた型に保存することになる。軟後に中央銀行制度が完成しても，規則の上では発行準 

備として自国証券の保有が許され，金♦外貨準備率に関する規制がなくなっても帝圉主義®への経済 

的従属性はこめ低開発国の「国際均衡優先J の基本的構造を她めることはできなかった。この均衡お 

破ってまで政府は勿論のこと，.民間自身の手による農業，工業への投資は国内金融の面から遮断され

ているのであるロ

アジアの低開発諸国の多くは戦後の独立を契機にして，新しい;^ま来に対する期待感に促されて経

済開発意識が急激に高まり，11家が経済開発にイニシアティプをとるのだが，もともと国家財政の

基調は多くは伝統的な均衡主義に依拠する関係からま出を収入の样内に押え，その中でできるだけ

多くの余剰を蓄積に廻わそうとするところから，新投資は必然的に先進国からの経済援助に俟たざ 

るをえなくなる。 • .

タイは独立というような特別の契機を持たなかった関係から，第 2 次大戦後においても伝統的な 

財政括動から開発志向型へ急激な転換をはかることはながった。タイ経済も同様にモノカルチュ ア 

型輪出経済基調に立ち，輸出農業による成長を第一にし，米 ，ゴム• ジュート* とうもろこし，そ 

の他の第一次商品の輸出に®)の経済発展の方向を委ねてきたことは周知のとおりである。Lかし戦 

後の世界経済の進展のなかにあって，国民経済の近代化のためにタイ国の工業化ゆ重要な課題にな-

-大ゼi 久雄編『後進資本主教の展過程J p；268.注（2 ) 旧ロ!V3志*■低t)fl発 （ニ植民地）型金融構造の基本的性格J
( 3 ) 同上，1x293. ^
( 4 )  H. ん de S. Gunasekera, From Independent Currency to Central Banking in Ceylon： An Analysis of Monetary

Experience 1825-1957, 1962, p, 294.

/ 〜—221(J567) — •一 .



,.uふ.… . . ダ レ * -恐 ■ゾ:⑩ L [ふび』.

P
W

-ぁ！M
C

を
’

V

i J

旧

ぎ

-

;

^

k廣

」

V̂ -i*ji

r三ffl学会雑誌J 67巻6 号ひ974キパ月）

0 たのだ;e>';,工業用加工原料を輸入し第一*次商品の輸出によゥて得た外貨がそのために3̂ 払われる 

というだけ.で，農業とエ樂の補完的発展が見出されないのである。いわぱ相变わらずモノカルチュ 

ァ型経资主導という現況にあり，その基盤がr国際的均衡主義J にあるのだということでる：タ 

イとは興なり，「期待舉1̂ 感̂」に温れるマV"— シヤの場合では第一次商品（ゴム. 錫' . ココナッツ. ャ 
シ油等）を輸出して第二次産品を入する関係上，国家財政収入のうち比重の大きいものは関税,収 

入 （輸出税，輸入税）と所得税であり, その所得税もま事業所得にせられるものが大半であり， 

その筆賊にゴム園経営と錫採掘などが属する（1960年を境にしてゴム国際ホねの変イ匕によってマレーシヤ 

租税構造にまイ匕を生じてきたが)。ここでもやはり税収を基本にした国家財政収入と支出のバランスの 

上に立って，政府投資は外国からの借入れと援助に俟たざるをえない状態になっている。この点後 

.節で韓国の事例分析を行なうが，全く同じような基礎構造に立脚していることを附g しておく，
,

.

(2) ナ ョ ナ ル ，エコノミー視点からナる第一次商品の性格

低開発国のなかでも非工業国は戲業主体的となり，したがって農業生産はき給的で農産物の供給

不足の問題は起らないのだが，それが半工業国の場合は労働人口の過半は農業に従ぎしているにも

拘わらず供給不足が生じているのは，明らかにその低い生産性に起因している。 「工業化は， これ

らの国々の第一次商品増産の努力を減退せしめ，第一次商品生産を相対的に不利化せしめる。その
(6 ) ,

うえ工業化によ.る所得増が食糧消費に向けられて食糧不足を起こすのである」。肉類，穀物などは 

先進工業国の主要農産物であり，余剰農産物処理目的にその輪出力を拡大する結果，半エ寒国は輸 

出力を阻害され, 食糧増産に資本投下がなされることを胆む。それに過剰人口を抱える低開発国で 

は，第一次商品の生産性上昇は生産物の価格下落をもたらし，したがって賈金値上げに結びつくこ 

とはない。それが農業にせよ工業にせよ低開発国においてはその生産性上昇が国民所得の増大を直 

接的に帰結しないという関係から，たとえi 糧生遮を拡大しても食糧価格をただ引き下げるだけの 

，傾向をもつに過ぎない。このように貨幣的動機を召^定されて食糧生産の拡大は基本的に押し清され 

る。先進エ業0 では独占資本の 1̂2産性向上は賞金上昇‘を誘発するから,場合によっては生産物の価 

格を騰貴させる。いわば先進工業国の:!:業製品と低開発国の農産物の交換にあたっては，さながら 

平均利潤の形成に当って有機的構成の格差拡大が低位部門たる消費手段部門から高位部門たる生産 

手段生産部1巧に剰余価値の移!^をますます大規模化し,不均等発展を加速度的に顕东化せしめる運 

動に似て，先進工業國は低開発国の農業技術進歩の利益を吸収してしまうことになろう。

低開発国は先進工業国の場合よりもその箱一^次商品輸出によって得られる所得の国民総生産に占 

めるf 合ははるかに高い。そして輸出向けの第-^次 商 生 iお部門は自始的小農部門より能率めでよ

注（5) -j?洞雄一 rタイのエ梁化J—f アジアす系済J 昭相43'1ド- 6 月号参照。 

( 6 ) 逸 見 謙 三 ト 次 商 品 問 背 好 一 J P.59.
一 222(668) ——

アジプにおける愈糧のt港造 .

り合理的な経営を行なっており，貨幣経済はこの部門を中心にして展開され，政府収入は必然的に

この部分に大きく依存せざるをえない。国の場合でも，個々の生産者の場合であろても，第一次商

品生産者は資金的に余裕に乏しく，しかもその輸出収入の低落は消費財の輸入の減少になり，本質

的に食糧輸入は第一次商品市場の不安定性の故に不足していた。第 2 次大戦後は多くの第一次商品

輸出国が独立国になり，外国人の経営に委かされていた輸出経済を現地政府が掌握するに至っでか

らは投資計画をたて食糧不足の解消にのり出すのだが，事実は整本的に食糧危機をのこしているの 

である。 ,

第一次商品輸出の不安定性が間題になるのは，それが他の輸出に比較して特に不安定であるから 

ではなく， いわぱ低開発国経済にとっては外生的要因ともいうべき先進国経済の不安定性から派生 

するとこちにったので友>る。そしてそこから半工業®において最も必要とする食糧の供給不足が 

生じてくる。だが以上述べた範囲では低開発国のナショナル，エコノミー视点からの分析にとどま 

り， 第一次商品のもつ本来的性格とそれからそれとの関連のもとに生じた低開発国での食糧不足の 

基本的な間題，すなわちナシg ナル . ュコノミ- •視点に立った愈糧不足の基本的性格の分析で、あっ 

た。軟後の独立をかち得た半植i民地のもつ食糧不足0§:機）の挫格はこれだけでは摘めない。その政 

府が積極的姿勢を打ち出し，周知のようなグリーン，リボリューシまン，を推進したというだけでは 

危機ゆ回避することはできない。問題の核心に迫るためには政府開発計画抑進の甚軸になる国家資 

本主義機構のもつ性格の分析を経ずにはすまされないであろう。 . ,

、バ . . .

(3) アジア開発途上国の戦後経済構造

国連の"Year Book of National Accounting' Statistics’’ や経済企画庁「国民所得統計年報」等を 

利用してみると，ア'ジア諧国は多く1950 年初めに第一次産業は，その占める所得構成が50% 前後 

であったものがi9 6 0年代には40 % 台となり，その後も縮小を続け反対に第二，さ次産業が拡大を 

つづけているのをしる。Ku2aiQtsは先進国と後進国の間にみられる第一^次産業部門の生性の格差 

力;，第二，三次章業の開きよりはるかに大きいことを指摘V ,低開発国は可能な農業生産性の上昇 

を十分に達成していないが故に貧しいのだといっているが，問題なのは何故それが達成できないの 

かということである。それにしても，とにかく農業生産性が低いままで所得構成比を減少してきて 

いることがまず指摘されねばならない。

第次座業力l i t較生産性において労っているのにその粮对倾格力;上昇しえないのは，消費桃造の変 

化が経済成長につれて食費割合を低下させ, それが生産面に反映して，結局は産業偶造においても農- 
業ない し第一̂次産業の所得構成比を减少させるという結梁をつくりだしているのだ，いわば消殺偶造

が経済成長につれてュンゲル係数をi&下させてきたのたという意見があるぃこの考え方によれぱ，   ■_  . '        , ， 、.
注（7 ) 逸見前掲書，P.97.

( 8 〉 野mれ縦箸発服途上国の生活水準と消数措造J P.47‘
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まさに19世紀の後発資本主義国がイギリX と同様に資本主義発展のプロセスにお'̂ 、て，その産業構 

造を高度化していった歴史的環境と同じものを想定していることになる。例えば次表のタイの事例に 

みる如く. 事実産業構造の高度化傾向を認めざるをえないとはいえ，その置かれた歴史的環境を正当 

に認識することによって産業構:造高度化の本質的性格を識別しなけれぱならない。

まず忘れてならないことは，現代低開発国と先進資本主義国と0 生産水準,ならびにそれを支え 

る経済社会制度-の発展段階の格差を認識することである。すなわち一^方の先進国の工業力の発展を 

つづけている国家独占資本主義に对して，他方に封建的あるいは家父長的制度，種族共同体的制度 

といった前資本主義的社会経済譜制度によっで特徴づけられた農業部門と，その植民地時代に形づ 

くられてきた徽細な資本主義的工業部門が並存する低開発国の資本主義が対向している。かつての 

19世紀後発資本主義が置かれた自由競争の産業資本主義の世界とは違って，国家独占資本主義的世 

界環境のもとでは，低開発諸国の資本主義的発展は著しい制限をうけている。こういうなかでの産 

業構造の推移過程は，単なる数字め大きさだけで判断すそわけにはいかないのである。

タイ国は，17世紀より今日に至るまで西欧諸国 

の植民地戦争のなかにあゥて巧みに政治的独立を 

維持してきたアジア唯一め国である。第 2 ★大戦 

前のタイは,経済的にはイギリスの植民地的性格 

をもち,戦後はアメリカとめ経済的関係を深める 

—方，もともと華簾資本や外資本に握られてい 

た内経済に対抗する種族的経済ナショ.ナリズム 

の勃興とともに経済社会開発五力年計画をたてて， 

目下その実施中である。左まにみるとおり農業の 

比重が1960年以降顕著に低下し，輸入代替産業 

の代表格である製造業の国内綴生/まにおめる比率 

が著しく高まっている力';,それが果たして資本主 

義経済亮展の原理論的帰結であるのかどうかは，

更めて問われなければならない。タイに限らす‘開発途上® —般で産業構造の高度化が現われている。 

そしていずれも戦後のナショナリズムの勃興による経済}^助運励のあらわれではあるが，ともにい 

わゆる族I樹資本を中心にしたところのナショナリズムが運]i の励機になっている。そレてこれが買 

弁资本となり，民族がほんとうに.必要としている農産物ニ☆糧の生産が狙言されて工業化を急ぐ原 

因になると思われる。

工業化はif iに輸入代替13的だけ•でなく，キノカルチュア経済からの離脱（き料̂ ^资本や外国資本の姚 

除につながる），經済jil立化ほ標を指向していることは，大体においてアジア諸国の戦後の傾向とい

~~— 224 (570) -

経済業種別 1960 1)1966 2)1971 3)1976

農 業 36.7 31.6 26.0 25. 55
鉱 業 1.8 2.2 2.0 2. 47
製 造 業 10.4 12.2 13.6 21.73
建 設 業 3.9 5.1 5.8 6.20
電力*水道業 0.4 0.8 1.2 1.60
運輪，通信業 7.0 7.7 8.6 5. 90
商 業 25.3 26.6 27. 7 24.26
ザ 一 ビス業 14. 5 13.8 15.1 12. 29

合 ’計 100.0 100.0 ■100. 0 .100.0
り  M  义 1/ \  ヴガー厂ロ ■ r-ri，ノ/j，s 4 I 、一 一 一 一 - ' マW 、

2) 第二次5 ヵ尔訊ffiiの終了年次(1967-71) mm
3 ) 第三次5 ヵ银f1画の終了年次（1971〜76) 計画値 

資料こ Buainess in Thailand, Jan. 1971.
出典：5■'ミ戸森雄編「liH発戦と科学技銜協力J (1973年2 

月）P.1 3 2より

■ アジアにおけろ食糧危殿の桃造

える。イ ソドでは® 工業重点的であり，タイ，インドネシアでは消費財輪入代替産業を中心とする 

軽工業（資本係数の低ぃ，かつ国内需要の高ぃ消費財中心の軽工業）から着手されている。一般に経済自 

立化政策の推進が旺盛な輸入需要と結びつき，商品貿易収支の大幅な赤字を先進国からの贈与，借 

款などの資本収支受取勘定で埋め合わせている現状をゆるしてぃるものは，これら低開発国の国家 

資本主義機構をチャンネルにしてこれを取り巻く国家独占資本主義が多大の独占利潤を享受しうる 

からに他ならない„ 開発途上国の指導者は彼等自身の富のために，あるいは同族や追随者に対する 

官職，利権の配分のために族閥主義ニナシ3 ナリズムをとおして経済政策に一定の方向づけを行な 

ゥているレ .

' 最近まで農業生産は人口増加に辛うじて追ぃつく程度で，その生産水準り低さが低所得*低貯蓄の 

原因になひ，工業投資と貯參のギャププを生み出し貧困の遠因となっている。そとで農業生産の多様 

化とその生力上昇が持続的な経済自立のための基礎であるとの自覚から始まったI960年代からの 

「縁の举;命J は，多収獲品種の改良义は導入，肥料，農業機械化. 灌概施設，農地拡張等新しぃ技す̂ 5 
と政策をとおして農業生産の開発に自助努力を集中しているぃタイでは1971年度の政府予算286億 

バークのうち経済関係費は27. 6%  (79廣バ- ッ）であり，その40. 4%  (32億バーッ）力；農業部H に割り当 

>てられている。インドネシアでは新経済開発五力年計画（1969~1974年）において遵業開発に最優先順 

位を与;t , 力、くて•'綠の革命の推進は開発途上国の意識革命と自助努力，および資金協力に加えてと
《9 )

くに先進諸国の研究協力と技術開を基にして展開しているのが現状である。 、

しかし他方には旧態依然たる社会制度，人種的階級差別, 慢性的貧困，宗教的束於等の社会的慎 

行とか，道路, 港湾, 運輸（鉄道) . 教育，訓練，医療，環境衛生，生活の改# , 等狂会資本の質，量 

雨面での欠如が絡みあって緑の落☆の成果を打ち消している。このような成果の拳がらぬ状況の中に 

ありながら，Lかもなお農業開発のための支出が助成されるのはそれは単なる国民生活のig lc D ため 

ぱ力、りではなかろう。例えぱイ.ンドネシアにおける政府の意図，すなわち輸出産業の育成とその生産 

■ 物の輸出に伴う外貨狼得，地域開発といった種族的経済ナシg ナリズム族閥生義の賀弁資本的性格 

がたとえぱ三弁物産とイ.ンドネ.シアP. K, Kosgorbとの合弁会社P. T. .Mitsugoroという株式会社形， 

態の農業開発# 業を発足せしめているひ969年4’月9 日設立)，当該事業は日本側からすればメイズ，落 

花生等の開発輪入による利益追求のためのものである。「緑の革命J の本旨が貧困なる原住民のため 

のものでない誰拠!は，社会的物的資本やその他の社会的要因の整備を同時に伴っていないでなされて 

いることから推論されるのでもる。

アジア，アフリカ，ラテン•アメリカの低開発諸医1は, 独立期にプルジョア.政府又はプルジヨ 

ア，地主政府によって士地改本が契施されたが，わずかに地主的土地所有の制限と残酷な封建的摊 

収を奴り除き，地主経済の資本主義的変容を促がしたことの他は農業制度め根本的変ギと封建遗制 

の打破はできなかった。士地所有の:^規模な免中のもとで零細な小作経営が支配的で，地主的土地 

所おが農民の平封建的収ぜの恶艇になってぃる。土地所有によって収海された巨額な所得は，農業 

部門に還元されることなく商業• 高利貸部門に投資されてぃる。ぃわぱ現代的資本主義的セクタ一

注（9 ) 娥略と科学技術協力一09発速上国の科学技休fニーズを傑る一J p.ね8.
( 1 0 )向上，p. 229.
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と半現物的経済，小商品生産といった伝来的なセクターが別個にそれぞれのチンポで展開しており， 

これらの地域の経清は多ククラード的である。

H 低開発国の国家資本主義

' . ， . ’ *  .
戦後はかっての多くの低開発国（第一次商品輸出国）が政治的独立をかち取った緒果，それらの指

導者達は国民生活水準の向上* 社会資本の形成計画にのり出すのでもる。そわ場合，第一次商品輸

出に基本的な不安定条件が存在するので，国連中心の経済援助（多国間援助）や二国間援助が不可欠

になるが, その経済援助の性格は，独立した低開発国り経済発展のための手段としてめ国家資本主

義の本来的な性格によって規定づけられる。帝国主義と被圧迫諧民族，帝国主義と社会主義，帝国

主義諸国間のそれぞれの矛盾が複雑に•絡みあって新興国国家資本主義の性格が決定される。

* 国家的独立の質的内容の度合にはいろい.ろの相違がみられる。ある国々は完全な国家主権を達成 

- したが，他<b前衛党に指導:された国々は形式的独☆;国 （半植民地）にとどまった。アジア，ラテ

’ ン，アメリカの新與諸fflは①人!^が政洽権力を握った国，②反帝国主義諸勢力のプロックが権力を

握った国，③主として民族プルジg アジーが権力を握っている国，④帝国主義力;他偶政権を介して 

半植民地として支配している国，等に分類できるであろう（1?̂倉古志郎r民族民主命革の現段階と 

当面の課題J — アジア，アフリ力研究所ん L A と新植民地主義J p. 133),

'民族解放革命の現段階の一つの重要な特徴は, 未解放植民地の解放，民族自決のための闘争とい

うこと，新植民地主義のもとでの愧傷政権打倒，帝国主義ま配の一掃のための闘争（例えば南朝鮮.

南ベトナム）が三つの大陸で岗時的展開をみせていることである。つまるところ反帝，反米闘争がそ

の活動の中心になっている。民族解放革命の第一段階が政治的独立であるとするなら，第二段階は

経済的独立である。 第三回アジア. アフリ力人民連帯会議（1963年 3月）で の *■経済決議J は•■自

ゆJ の原則でちり，人民の立場に立った土地改革，工業化，外国資本の国有化，平 等 ，互恵の対外

貿易，アジア•アプリ力新興諸国問おょび社会主義諸国間との経済的結合の強化などを強調してい

る。第 2 次大戦後1950年代末期においての，資本主義の全般的危機を-^層深刻なもめにさせた•■三

大陸の反帝民族解放闘爭とその勝利は，帝国主義，植民地主義に痛烈な打撃をあたえ，その結果，

植民地制度は急速に崩壊の道にふみこみ，さらに，新植民地主義への打撃をつうじて，帝国主義に
(11)

たいするもっとも激烈な衝撃が与えられつつあるのであるJ。戦後に独立したアジア . アフリカ諸 

国が大衆の圧力のもとに，真に民主化されたlil家資本主義をおし進めて国有企業の創設*前進をは 

かっていることは，もともと資本蓄横が少なく，またあったよしても，それが一部に（地域的にもま 

た) 偏在しているという経済的低開!^国においては， とくに重要である。国家資本主義の形態はさ 

まざまであり，純粋の政府企業や政府機関は比較的少数であり，政府が.51% ないしはそれ以上の

比率で出資して私的資本と合升の形で企業経営を行なう場合が多い。政府外の出資者には外国資本
. ■ ■ 一 — - ' ' " .  * - 

注(11) 岡倉古忠郎r说族民ミじ命の现段陪と当而の謝超J 一 アジア.アブリ力5；改 所 fA.んL A と新植民池主義J p. 137.
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アジプにおける食糧危機の構造 

は法 |̂1で禁止されているが，ときには窗保条項が附せられて介入の余地を残し't；いそ.。それにして, 

も国家予算によって経済の国有部分を創設し，それによって工業化をはかろうと1<ている事実；そ 

の自主的な民族経済創設という点で，低開発国の® 家資本主義はr帝国ま義に反対する方向をと<：>, 
ていて，低開発国における外国独占資本の支配の経済的な根源をほりくずすという点で，進步的

ひ2) ' ' ‘
な現象であるJ という評f®が成りたつ。

低開発国の国有企業の創設に対する帘国主義（アメリカ）の反発は，f u r 後の自主雄線を突走ろ彼 

等をして共産圏に仲間入りすることを阻止しながら，帝国主義（アメリカ）への従属を彌化する@的 

で大幅な® 家助成を行ない，かくて新植民地主義政策を推進する。国家資本主義を新植民地主義と 

の関速のもとに評価しなければならない;^中国 • 北朝鮮 •，北ぺトナムでのプロレタリアートと，そ 

の前衛党の値導下の民族民主革命の勝利と，社会主義への移行は，旣解放諸国，未解放諸国人民の 

社会主義への踏みだしを示唆するの.だが，新與独立国の政治的指導の主体が非プロレタリア階級に 

属する場合は，民族独立の課題は政治的独立をもって一応達成されたのだとJ I做され，その結果は 

経濟的独立（反帝闘争カ冲心になるにも拘わらず）ということが問題にされ難くなり，「経済進歩J や近 

代化が国内間題として追求されることになる。そして民族資本（実は半封建的土地所有と密卷した商 

業 . 高利貸的二伸介業的プルジg アジ一であるのだが）は，外国独占体の仲介者機能を果たすことによっ 

て自己の政治的，経済的地位を強化するという，いわぱ買弁資本化する。

帝国主義的収取は，発展途上国の地主，商人, 高利貸による抑庄と結びつき，現物経済と小商品 

経済を疲弊させ農民，手工業者を貧困にする。 r直接的生産者の収奪は， 民族資本ではなく，主と 

して本国プルジョアジ一にとっての本源的蓄積の源泉となった。このことは，民族資本の集横と大 

規摸生産の成長をおくらせ，プロレタリアートの生成をとどめて，商業 • 仲介巢的,非産業的プル
(13)

ジa アジ一の成長を促進したJ。形式的には独立経営主である農民• 手工業者は，大部分が地主お 

よび商藥♦高利貸資本の従属下にあって竿- :建的，半資本主義的搏収をうける半プロレタリア層で 

もる。これと, 農業プロレタリアート，工業プロレタアート，都市の半プロレタリア層などが極 

貧層を形づくり，これがこの被抑庄諸国の住民の四分の三以上を占めているといわれている。経済 

的後進性は，人民大衆の極貧と相対的過剰人口（経済成長が人口増より立ちおくれることから生ずる不完 

全雇用に原因している）に象徴されている。経済が多ウクラード的であるということの意!^は，大資 

本が小生産を収翁しつつも，それら小生産が大資本の生産基盤に位置づけられることがなく,いっ 

てみれぱ，それらが別々のコースを迪り現代的資本主義セクタ一と伝来的セクタ一との問に矛盾が 

定着し激化する。 ’ .
植民地権力と外国独占体は，帝国主義的博収の道要な環節としてこの地の大士地所有者，土侯，

法(12) r経済学教科IIり雄4版 （新日本出版社）P.160.
( 1 3 )ソ速邦科学アカデミ一，世界経资とisi際liyぱOf究所り代独，ム'資本it義の政洽経济学J 'ド逸( t f M m m r ^ m o  p.268.
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族長等:の特権的地位を支持• 存続せしめる。 「首都に集中している封建的露頭は直接, またはョ~
ロッパやアメリカ合衆国の大学で教育を受けた了'弟をつうじて，議会，政党指導部，国家行政機橋 

に広くかれらり代表を送り込み, 政治生活や社会制度に強力な影響を及ぼしている。かれらの富と権 

力は農民の奴諫的摊toにもとづいているために，封建的寡頭はどのような進歩的改ホにも反対して

(14)
いる」。低開発国における現代の大プルジョアジーは，これらの封建的，地主的戴頭の出身者であ•
り；外国独占体の仲介者機能を果たしてその地位を強化している。大資本家め多くは土地を織農的 

霖細小作農に貸付けている大土地所有者であり，他のものは摸村で商業•高利貸資本として機能し 

ている。発展途上国の経济的後進性に外国資本が結びつく必然性があったのだが, . その一方,これ 

ら民族資本そのもののこうした経済的後進性’ 従厲&といった経済の本質的弱体性の諸困難が国家 

の支持を必要とさせた。肩知のように，それは資本の不足，国内市場の狭隙さ♦ュネルギニ産業の 

弱!̂ く，交通関係の未発達，機械技術の欠如，等到底国家独占資本主義国の競争をまともに受けとめ 

ることができないような後進性を急速に脱ぎ捨てる必要がらも,国家資本主義的機構が要請された 

めでもる。

'■ * . ■

19世紀に，おくれた資本主義的再生産構造の確立にのり出した後発資本主義の国家資本主義的諾 

政策と，今日の低開発国のとる国家資本主義とは，歴史的衆現段階を異にした異横の範晴に厲する， 

50年代後半の時期にソ連，東欧の研究者たちからも指摘された, 「進歩的性格」（これが後にア，ソポ 

レフr民族民主主義は社会的進歩への道J—— F平和と社会主義の諸問題J 誌 1963年2 月において「民族民主原 

家J の規定に発展してゆく）をもつと評価された低開発国家資本主義は，経済構造の面では国有企 

業の占める比重が高いと規定しただけでは核心には未だふれてはいないビルマ，インKネシア， 

セイロンにおいても，国有企業の占める.比重が高いのである。インド, マレーシア，シンガポール 

では，比較的に発達した私的資本と国有部門が並行して存在しているし，韓国，タイ，フィリピン 

等セは，盧接がj生産活動への国家の経済介入色は比較的に薄い，といった程度の差はあるにしても， 

いずれにせよ戦後の私的資本主義の未発達に基づく極度に後れた民族経済の水?̂1!1弓|上げのためには， 

大んり小なり中央集権的経済開発計画を伴わねぱならないという事突から，国家資本主義は国有企 

業 • 国家統制を必然化する。活発なソ速• 中国の経済援助に対抗して，資本主義の危機感をデまめて 

いるIきlil主義陣営からの援助は，実は帝国主義諸国間の市場闘争の激化を背景にしたいわゆる新植 

民地?fe義r よる低開発諸国の再分割闘争の具体的表現であったのである。そのことは，先進国対後 

進1 S I,工業10対摩業国という帝齒主義的•植民地生義的国際分業体制の中にこれら低開発国をとど 

まらしめ，しかも彼等の農業生産力ゆ糧生查づJ ) の飛躍的拡大化を同時に阻み，そこに絶;u n )な 
き 「食糧危‘機J を醜成していった。まことに経済的独占体，帘周主義支配下の国際経済の全融機構

> ± (1 4)ソ瓶邦科‘■ケア力デ IIけ淋J fと闻路哪系研究所，则糾らP.273.
— 228(574) 一一■

アジアにおける食糧ffc機の構造

の参加によっ't；, 逆に国をあげての経済的従属化のチコに転化する。

つまり, 当該低開発国をれ自体の国内的• 民族経済の立場に立ったを産力規定からだけで, 15]家
该本主義を定義することができないことは贊言を要しないであもう。螺山芳郎氏は i経済評論J
(I963年3 月号) における尾崎彦湖氏の論文「インド経済の現実と中印紛争:1 を批判してrつまりイ

ンドにおける階級对立というのは，国際環境に直接に影響され'ているんだ，たんなるインド民族経

済の分析，経済構造の分析からはV、って，11際関係を捨象して分析したつもりだろ. うけれども，そ

れはそうではなくて，国際處境が決定的なんだ。—— あえて私は決定的だ，というわけなんですけ 
■ ' (15)

れども"一一こういうことを中しあげたわけですJ。rアメリ力帝国主義の後進国の国家資本主義なら

びに経济一般に及ぱす影響というものについては，残念ながらあまり研究されても言われてもいま

せん。もうインドはナシg ル • ェコノミーをきずいてしまったというように考えています。この 
' (16)

考えを私は抽象的と申しているのですJ。rそこから私思いますのは，後進国とアメリカ帝国主義と 

の関係，それは具体的に言いますと，経 済 『援助』とか資本輸出だとかいうようなことが，後進国
(17)

を研究すると. きに理論的に研究対象にならないだろうかJ , という。

医1家資本主義を発展させている国家は早に生産力を高めるといったものではなく，帝国主義の利 

益に卒仕してその国内市場を独占.し，最低賞金を確保するために国家権力を使用する，そういった 

国家でちるといわざるをえない。帝国主義は, これら低開発国!を経済的に支配するに便利なように， 

国家資本主義を構築せ.しめる。国家資本主義国の国有企藥はナショナル，ュコノミ一を拡大する面 

があると同時に，国家独占資本主義はこの相手国としての国家資本主義機構を有効に利用し経済 

援助を通して，その国有企業を自己の経済支配の道具に改変してしまう。後節において，韓国の事- 
例を とおしてわが国独占資本の貿弁的役割を果たす当該国の経済発展の分析， ならびに脅糧危機の 

性格をあらためて検射し，国家資本主義の複雑な機试の一端を明らかにしたいと思う。

最後に,国家資本主義の下における農業生産力(丧糧生産）の停滞性について補足しておこう。 上記 

したように,低開発国における主要な経営単位である零細な農民経営は重税や必要生座物部分にま 

で食いこむ地主的，商業，高利貸的収奪のゆえに新しい農業技術の導入が阻まれ，貧困の度合を深 

めてゆく。経済の後進性は，民の農業からの離脱，あ.るいは農業プロレタリアートの析出をぱぱみ， 

農業における生i 力発展は主として資を力のる地主，富農の資本装備の拡大的生産方法への秒行， 

又はその深化によってのみ果たされる。彼等は資本主義世界市場の原料供給者として，緩壤:ながら 

農業企業家的プルジさアジ一として生成するが, 既説の如く，第一^次商品の国際貿易上の不利な諸. 

条件により帝国主義の収海にさらされている。この企業的大規模経営からは貧嚴経営は隔絶されて

法( 1 5 ) 顿山-方郎 r帝国主義『接助J の後進諸国の国家資本主義に対する燃響Jムプジア* アフ》力研究所r A .A .L A と新袖 

民地主義j . P . m  - , '
( 1 6 )向上，p. 171. , ■ W
( 1 7 )同上，p. 172. .
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いるのだが，ますます商品経済の湖!中に巻き込まれて生活がさらに破給してゆく。廣村出の工場プ 

P レダリァートは低賞金 2̂：好f tけされ, 農村に残してきた農家家族農業離脱を不可能にしている。

こうして， 方に過剰人口のぼ力をもちながら，他方に食糧生産力の増大を阻む社会的経済構造が 

乗数化されて，食糧の危機的構造が根強く残り，それが骨化して菜軟性を喪失してしまっている。

D I 経済援助と低開発国近代化の形態 

—— 食糧生産衰退の原理を中心に一

(1) 後発資本主義発展の型について

資本主義先進国が工業の発展をおし進めてゆく過殺で，国際的にはらが工業部門に專化しなが 

ら，資本主義後進国に対しては農業国の地位をおし附けてきたことは事実である。たしかにそれは， 

比較生産費原理の貫徹であるとともに，植民地主義の強化のなかで歴史的に構築された®際分業体 

制であり，低■開発® が農業国として先進資本生義国の経済体系の附厲物の地位におし込められて，

その発展が" 暦遅れるわけである。

このような立場に立ちながら，韓© の朴政権下のn i l民経済の自立化政策J について，次のよラ

にいわれている。それは「とうぜん国際価値法則（比較生産費原則）の全面的作用を制限J し 「保護 

主義に傾斜するわけであるJ。「国民経済の生産力水準のちがいによって，低開発国の側の農業（ある 

いは今日では軽:！:菜も同様）に比較優位が認められたとしても，農業ないし軽工業に専門化するコ-  
スは杏定されることになろJ , と。 こうして， 国際的条件を考慮じつつ低開発国経済の自立的建設 

は工業化の方向を逃らざるをえないと，現笑の励きを足挑'りにして結論するのだが，この分析の仕 

方では1 9世紀後発資本主義国の発展の場合と質的に区別できるものは見出せない。

すでに資本主義から社会主義への過渡的段陽といわれる国家独占資本主義の段階における現代低 

開発国の近代化は，ある意味にいおては宇野弘蔵氏の説く r段階論J 的*場に立たなければ明らか 

にはなしえられないであろう。単純に農業から工業国への転化が発展の原理として普遍の真理で

はありえないという甚礎的な論理からまずはじめてみよう。 ' .
r資 本 論 _ ! 第 一 版 へ の 序 言 の な か で , 資 本 制 生 産 の 法 則 性 に つ い て こ う い っ て い る 。 r問題なのは， 

こ れ ら の 法 則 そ の も の で あ り ， 顽 弹 な 必 然 性 を も っ て 作 用 し て H 己 を 貫 徹 し つ つ あ る こ れ ら の 傾 向  

で あ る 。廣業 •的 に 1 6展 し た 国 は ， 発 展 の お く れ た 国 に た い し 他 な ら ぬ そ れ 自 身 の 将 来 の 姿 を 示 す  

の で あ る J と い い ，進 ん だ 国 の 瑰 在 は 後 れ た 国 の 未 来 で あ る と い う 人 間 社 会 め 発 展 の 一 般 法 則 （史 

的唯物論） の 墓 本 的 爐 庇 が こ こ に 貫 か れ て い る ◊ ロ シ ァ の 社 会 ：1\̂ ：1$̂ ?家 や 理 論 家 た ち が ， この序:^を

注 ( 1 8 ) 爲川正翁•■がぱぜの贸身と淹榮，【1/場偶造J ひ p. 110. 
(19) r資本論J U i- m  (W木得/お〉P. 71.

— 2 3 0 (5 7 ^ )

アジアにおける食糧危機の構造

前にして得た感触は， シアにおける国家的保護育成下に発展しつつある資本主義的大工業と並存

している農業共同体（農奴解放以来，その旧い形態を大きべ変容し解体の危斷こ顏しているとはいえ，今

なお残存しつづけている）のゆぐえ如何に対する疑問であった—— ■具体的には，ナロードニキのヴェ

(20)
• イ ♦ ザス一リチが1881年 2 月にマルクスに送った手紙に示されている。これに対するマルクス

の答えは， rヴ;T：，イ，ザス一リチの手紙への回答の下書き」の中で，典同体の農民はすでに集®
的農業を共有の草地で実行しており，資本主義制度によってつくり上げられた諸成果のすべてを共

同体の中に組み入れる可能性をもっているのは，実は西ヨーロツバ資本主義との麼史的同時的存在
(21)

の故であると明確に述べている。共同体的所-有を- - 度-私的所有に転化してからという経過を通るこ

となしに社会主義的集団農業の母体とならしめる很應を，この先進工業国と後進国ロシアの同時的

存 在 （先進P の新技術が素阜く後進国に流入するという事実に裏づけられる）に求めていろ。

これを更に明確な形にしたレーニンめ国家資本主義の位置づけは，発展のおくれた国の経済社会

構成を複合的構成として捉え, 特に社会主義政権成*後の政治構造の成熟と経済構造の後進性との

ズレの認識を基礎にして，資本主義以前め諸関係の社会主義への移行の経済的諸条件をつくり'出す 

媒介環の役割ということであった。

宇賊弘蔵氏は, 上記のような「資本論」第一版への序言•を中，!;、にしてマルクスを批制しつつ，先

進旧と同時的に並存することにより, 後進® は資本主義発展の変容を蒙るということを，その基本

的な考え方としている。すなわち，つぎのように理解している。. 「マルクスは， イギリスにおくれ

て資本主義化する国に対ても，イギリスを典,整として展開された資本論』め所得が適用される

ととを強調しているのであるJ が, それが如何なる世界史的発展段.階において行なわれるかによっ

て，種々なる相違が生ずる害であるから，後進国ドイツはrイギリスを先進国とすふ資本主義の世

界史的発展段階を明らかにする段隙論J を明らかにするような r段階論J をもってするときにはじ

めて，先進国の経験した発展段階をどのように短縮’ 変容しあるいは重複しながらT?現するのか(22)
ということが明らかになるのだ，と。 _
イギリスにおける産業資本の確立の時代に資本主義化したドイツその他の後進国では,その資本 

主義化に重要な役割を演じた株式会社制度を基礎とする金融爱本の揪成とともに，農業その他の産 

業における旧来の小生産者の分解は，もはや徹底的に•行なわれるととなくして高度の資本主義的発 

展をみるととになり, 対外的にも对内的にも資本の独占的支i a め基礎を形成する，資本主義の発展 

とともにf■資本論J のいう原理論の想變する純粋の資本主義社会にますます近似してくるという傾 

向が胆害される。資本主義は，世界資本主義'として発生し,発展し没落するものといってよいの

注(20) ル，エン全集J 斯9殺,{ )‘599の注解- .
( 2 1 )同上，pp. 391〜 392.
(22) 宇默弘蔵r経济学力法論J P .  38〜39. .

( 2 3 )同上. P.4V. ,
■ 231(577) ——
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だが，それは一体としてかかる麼史的過程をますものではなく，r特定の国が指導的地位にもゥX ,
資本主義の世界史的登辰を示すにすぎない。他の諸国もこれに彰響されて資本主義化するのであ

るJ。その際，「先進国の過程は後進国め過程に対じてその典型をなす」が， >’それは純粋の資本主

義社会の運動法則ときなって，多かれ少なか; 非商品経済的なる,あるいは非資本主義的なる経済

に対する，資本主義的経済の黎透の過程i ：して，いわば異質的なるものに対すあ支を通して実現

される発展であるJ。資本主義発展の段階区分は，特殊の型の資本を中心とする経清過程に対応し

た上部構造の変化によって明確にすることができる。すなわち，重商主義 ‘ 自由主義*帝国主義の

三つの段赠に分けられる。その下部構造を決定的に支配する寒本力'ミ商人資本，産業資本*金融資本

に!̂ -别されるが，このうち「産業資本はまたたしかに原理論で想定する純粋のぎ本主義社会におけ

る資本の一般的な規定に，益々k 似するものといってよいのである。ところがとの産業資本の支配 
■ (25)

する資本主義は金融資本によって，もはや斯かる発展をつづけるものとはいえなくなる」。

. . ; .
宇野理論においては， 「原理J を現状分析にその一*般的基準として使用する場合の媒介となるも

の が r段階論J であったのである。氏の理識の中には，明な低開発国問題についての意賺は存在

' していないが, 段階論が重商主義段階• 自由資本主義段階•帝国主義段階の三つから構成されてお

り, 帝国主義段階が資本主義時代の最終段階に属していることからして，現代における低開発B の

問題は資本キこ義から社会主義への過渡的段階の問題として把握しなけれぱならないことを教えられ

るのでもる。 ,
だから，資本主義の全般的危後が戦後殊更に深化した段階で，いわぱッィ一シャンクのいう生 

産力の発展に照応した新しい生産関係としてJ の独占資本主義段階としてでは力: く，生産力の極桔 

と化した生産関係と生産力の矛盾をますます激化したままで, 換言■すれぱ，ホ国主義そのものが生 

み出した諸矛盾—— たとえぱ階級的矛盾‘ 民族的矛盾，帝® 主義諸国間の矛盾，社会主義体制と資 

本主義体制の矛盾など- - 一̂のS 赚上で形成される金融寡頭制のー形態としてのいわゆる国家独占資 

本主義の段階で，低開発国の戦後発展の形態を理解してゆかなけれぱならないということになる。 

1955年 4 月のバンドン会議を契機に，商国主義世界大戦の連続としてではなく，平和:E 原則ウもと 

に ん ん L A 諸国民の連帯性の確立とその後の民族解放運駒の究展となることによって，資本主義

の全般的危機はいよいよ深まる。 ■
戦後の資本生義体制の全般的危機の深化に対応して，国際的な諸独占体の矛盾を国家間の交渉• 

協定によって，しかもそれをア’メリカ国家独占資本主義の利益を支点にした■■自山化J の形で遂行 

' ，しながら，帘国生義的世界の分裂を克服しようとする。ァメリカ独占体はI M F 機構と癒着して各

法( 2 4 ) 宇野, 他描書，p. 50. 
( 2 5 ) 同上，p. 52,
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® 独占休との「競争の権利J を手に入れて，それら独占体をしてそのま;配体制を再編せしめる。自

山化政策にみられる各国主権の制服は，レニンの時代には典型的とはいえないものであったが，

戦後はアメリ力国家独占資本主義の対極に，，発逮した資本主義国における従属的な国家独,ち資本主

義が生み落され，プメリ力国家独占資本主義は軍事費や援助費の肩がわりなどの形式をもって財政

担を国際的に再配分し，あるいはアメリ力財政の危機をドル海後として各国独占体の基礎をゆさ 
(26) .

ぶる。 ，

1960年の「安保条約J を内容とした新たな日米同盟関係，ドル危機に伴う質易• 為替の「自由化J 
のおしつけを受け入れて再編された従属的日米関係をもとにして,帝国主義復活の追求のための新し 

い段階に•入った。

その線とに日韓条换;が登場する。日本独占資本の急速な成長を支えたものは,とりわけアメリカ資 

本の導入fc依存した結果で，対米従性を基礎にした経情力の発展である。

1968年をもって日本帝国主義復活をいわしめる迄に日本独占資本わ対外進出がなされるのだが,実 

は日本のドル資本の輸入の増大と資本輸出がいわゆる掀大均衡を達成したことによって実現した「对
(27)

外進出J であぅたので，基本的には•■資本輸山における対米金融従属的構造」の上に立つものである. 
だから，例えぱ1965年以，降における日本の対韓国資本輸出の急増は，基本的にアメリ力の韓■に対 

する新植民地主義的支配を根底においたものであったのである。

宇野理論における「段階論」的分析を拡充したかたちで低開発国め戦後の資本主義的発展を規定 

すると, 民族民主的iifii代化の道を迪っているとはいえないととになる。低開発国が発展させている 

国家資本主義は帝国主義の利益の'ために, ' その国内市場を独占するとともに，最低貧金を保障する 

ために国家の暴力を使用している。最低賞金を側面から保障するために，食糧生産の小鳥的形態を 

維持し，不足部分はアメリカ過剰農産物の援助で賄う体制がとられざるをえなくなる。本来的に農 

業が国内経済の資本主義発展のプロセスにおいて衰退するという原理論的展開のコースを画くかわ 

りに，アメリカ余剰農産物を通じて国内の食糧生産を圧迫し,経済の全構造がアメリカを中心にし 

た新植民地主義的支配のもとに従属し，民族資本は買弁化するととによってのみ息づくことが許さ 

れる© ,
* ,

以上の諸間係を，低開発PIのなかの代表的成長■といわれる韓国について確認しておこう。同国 

は 3 8度線をもって北朝鮮から分離され, 北部が本来的（資源的）に工業立地に適しているのに対し 

ズ，もともと米作中心の農業地帯を中' に構成されているにも拘わらず，，業は停滞したままで急 

速にエ寒化路線を走るという，典型的に新植民地的戦後の展開をみせている。

韓国の経済政策の基本は，経済の成長チンボを抑えて輸入を抑制し（高度成長は輸入豁要を拡大す 

る)， 国際収支をバランスさせるという方向を迪らない。 これは日本経済が1950ギイUゾ降経驗して

注( 2 6 ) 池上懷.坂外昭央r世界恐摸J と財政負担の®^的配分j - f 現代と思想J 197妹ざ月号，PP.36-, 
(27) ーノ漸秀文r日本国家独占資本主義の侵略的性格,と対米従属的偶造j - r 経ホJ 1968年8 月号，p.47.
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きた国際収支均衡化の定式とはちがった道である。韓国のおかれた諸条件からその国際収支ハラン
《28)

スは，常に輸出の增強によって果たされざるをえないという特異な性格を附与■される0

(29)
(2》 韓国にみる国家資本主義の展開と食糧危機の構造 

朝鮮の解放後にアメリカが「軍政」をしき，折から高接ゾしていた民族独立の気運を弾圧した。こ 

の軍政が当時立っていた基盤は一部の朝鮮人地主層であり，アメリカ軍政は日本が残した膨大な物 

的資産を「敵産J として没収し，その一部はアメリカ軍政の手により民間に払い下げられ，これが
(30)

，またアメリカの貿弁勢力のぎ成に寄与した。さらにt e収された日本資産はr大韓民国J 樹立，李浪 

晚政権に引き継がれ，韓® 「財閥」はこの「帰属財産」の払い下げを足接f りにして形成され，朝鮮 

戦令をとおしてアメリカの世界体制に組み込まれつつ李政権の手で，親米的買弁資本が「特恵財 

S j として成長する。だから寄生地主的土地所有の矛盾の故に土地改革が要求はされたが，1ボ0年
(32)

10月に実施された改茶はf■下からの農地改黎に対抗する反土地改苹の性格」を持たざるをえなかっ 

たのは当然のことであろう。 '
改ホ前には5 町以上層の農家に半分め土地が集中し，改举後は3 町以上の土地所有農家数は僅か 

に 0. 3 % ,耕地面積では1% が集中するに過ぎず，土地を手離した中小地主層はインフレーシヨソ 

と朝鮮戦争のなかで産業資本に粒化することなく没落する。韓国の農地改力*^の不徹底とアメリ力余
(33)

剩農産物の導入に•より農家経済はJE迫され，特に麦は減少がはげしい。

1950年代を通じて，韓国はアメリ力に従属しながら経済，社会的矛盾を深め国民生活が窮乏化す 

るなかで買弁資本の肥大化，買弁資本と結託した高級官僚の不正，腐敗は烈しさを加え，政権担当 

者以下の腐敗行政と買弁資本家の菩財に対して国民の不満は第2 馬山市民抗争（1960年4 月11日)と 

なり，ついで李政権は許政過渡的政権- HE勉政権へとバトンは移ったが，不正蓄財者は民主党の資 

金提供源として張勉政権にも癒着していた。北朝鮮伽では「南朝鮮人民の闘争における最初の勝
(34)

利」，「アメリ力带国主義の植民地支配に甚大な打擊をあたえたJ ものとして高く評価した旧月ホ命 

で芽生えた大衆の反米. 民族統運動のュネルギ一を外らす役割を果たした61年 5 月の軍事ク一デ
* (35)

ターの綱領は, 反共親米，勝共統一♦ ® 家自立経済の確立にはかならなかった。いわば韓国国家資 

本あ義は，帝国主義ま;配 め 「管制高地」の役割を遂行するものであり，韓国は米0 の世界政策にそ

法 ( 2 8 ) 爲 川正 義 「韓 国 P 贸 各 :rと 産 業 . T | » m :造 J P.93.
( 2 9 ) ホ 塚 明 「近 代 日 本 と 朝 鮮 j  P . 168.
(3 0 ) 紘 " 朝 鮮 新 聞 社 「統 一 繊 拖 鑑 J 1 9 6 5 〜 脳 [版 ， P .4 1 9 .

( 3 1 ) ま 教 粋 •■泡 制 鮮 の 政 た ち J - 『経 济 評 論 』 1972年 9 月 別 眼 P . 脱 .

(3 2 ) 淹 川 勉 「現 代 ア ジ ア に お け も 土 地 改 J卞 の 基 本 性 格 に 関 す る 一 考 察 广 滝 川 . 斉 1 ：有 編 箸 《■ ア ジ ア の 土 地 制 度 と 農 村 社 会  

偶 造 J  P- 5 0 ,

(3 3 ) 金 哲 「̂?/；1国 の 人 ロ の 経 済 」 P . 1 8 2 . ,

( 3 4 ) 金 炳 iift r 現 代 制 鮮 の 基 本 間 題 J ( 未 来 社 ） 19ね 年 ， P. 3 5 1 .

(3 5 ) 村 常 !« 「湖 斯 嫩 の 系 譜 J P. 9 2 .

■—— 2 3 4  ( 5 S ( ) ) ——
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ってこそその存続が許されるのが実状.であったのである。新植民地主義の重要な経済的手段である 

国家資本の輸出（接助，借敦など）が輯国の五力年計画を变える基本になっていることは，極めて当 

然のことである。 ‘

アメリカの対韓援助は経済援助と軍事接助が半々であり， 1950年からはじまるPL480 (米国公法 

480号) 援助(国家独占資本主義のもとでの過剰農産物を援助名目で資本輸出をおこなっている），およぴA I D 
援助はともに消費財を主体にし，生産力を本格的に発展させるものではなかった。援助が国経済 

に及ぼす影響の一端を列举してみると, つぎのようである。①帰属財達：の払い下げを受けた士着資 

本は，その施設の運転に必要な資材の輸入を援助名口で達成したから，政商的資本家層を田倒的に 

有利にした。②過剰農産物の翰入は韓国の綿花の自給を破壊し小爱. 大豆の無責任な，時を逃ぱ 

ない導入は国内農産物価格（米価）を低下せしめた。③援助物資の販売代金は見返り資金として積立 

てられ，アメリ.力側に握られた主導権のゆえに親米的資本家層，特権官僚を新しい支配層にのし上 

げるはたらきをする。④資本財生産の基盤のないままに農村の疲弊—失業湖大->安上がりの兵士微 

用ニ60万人の軍隊維持という巨大な雇用ロ提供は拡大再生産には役立たず,再生産過程の外部にあ 

ぅて消費をのみ促進し農業人口は潜在失養者の温床である。

ドル危機はアメリ力の対韓援助を日本に肩代りさせ，1965年の日韓条約を機にして韓国は,^高度 

成長路線を歩むに至るのだが，背後にアメリ力帝国主義に率いられる世界資本主義のアジアにおけ 

る格段の「危機」深化が日本資本主義の再生産構造の危機を抜き難いものにまで深めてしまったと 

いう，そういった日ギ資本主義経済の超絶的高度成長を}空え，まさにそれを支えるために參仕すろ 

一環としての役割を担わされているに他ならない。その結果，韓■の資易構造はつねに輪入> 輸出  ̂
の関係を保ち（とりわけ62年以降)，貿易収支の大幅な赤字を賀易外収支や移転収支の受取りで埋め 

合わせ, 更にこの大きな赤字を資本取引でカバーする。 日韓条約綺結後1967年には韓国の借款輪 

入が援助輸入を上廻る理由は, 日本め对韓新植民地主義の深化を意味する。

韓国における就業者の半分以上が農業に就業し，しかも農業の大半を主穀ニ米に振り向け，爱類 

はアメリカ余剰農産物によって国内作付から姿を消し農民は極鹿の貧困に苦しんでいる。政府は 

農業生産力に資金の貧付を行なう代りに，もっぱら軽工業（製粉，精糖. 緋織業）. 輸入代替産業(合 

成繊維. セメント. 化学肥料，石油精製）に資本を投下し，国内資金をオーバーする部分を借款に依存 

するが故に, . なお更輸出ドラfイフ’をかけ，原料，資材の輸入率をまた高める結果になるという恶循 

環をかさねる。しかも貿具の拡大が基礎生産財の生産とは関係を持たないという理由で，国民経济 

の拡大W生産をI半わずに徒らに借款を積み重ねてしまう。かくして1967年頃から外資導入法の整 

備 （1966年）を基礎にして外国人の直接投資が増加する。

日本の☆場からすれぱ，開発輸入が国家独占資本主義的利潤を保障するものとして注目され，商 

朝鮮IW•閥はH本資本との結合，系列化をとおしてrいっそう日本資本への従属化をはかることによ

— 235(581) ——
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って，活路を見出そうとしているJ。農業部門に直接外資が導入されても， ネの結梁は韓国労働力 

が収寒されるだけで民衆の食糧を豊かにするものではない。経清開発五力年計画（1966〜？1年）にお 

け‘る資金プランでみる限り，各部門投資総額の13. 4% が農林水産業.の土地整備•灌概施設の充実 

に当てられ，そのうち内資をもってする割合75. 4%であるから，不十分な内資を効率の悪い農業に 

振り向けることが本質的に難しい点からみても，食糧増産は人口増加をカバュできるかできないか

といった程度以上には出ない。 ‘
国内資金調達が不十分であるため，高金利政策によって民問資金を正常な金融ルーH このせざる 

をえない現実は，農業部門への投資を控えしめる。帝国主義fflからの輸出ドライプめかがった物資 

の従愿的輪入に吸着した買弁的民族資本の蓄積衝動は，それらの輸入資材を原料にした輸出用工業 

部門に資金を法ぎ込まねぱならない。こうした無理な高度成長政策を強要するものは他ならぬ日本 

独占資本との従厲関係（究局的にはアメリカとの従厲関係であるが）でを）りL これによって逼塞させら 

れる農業生部門は，一方にアメリカ;’愚剩農産物の導入によって自給基盤を喪失しながら，他方，

日本の過剩米を輸入せしめられるめである。

韓国における食糧生産の危機は，アジア全般の傾向として把握され，それはナショナル.ズコノ

ミーの「原理論J 的近代化の結果（農業の衰退ということ）ではなかったのである。

- ' (東京家政大学家政学部教授）.
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小池墓:之名誉教授略歴

小池基之名誉教授略歴

昭和6年3 月 

昭和6 年4 月 

昭和12年4 月 

昭和20年4 月 

昭和26年4 月 .
.昭和28年9 月〜29年io月 
昭和32年4 月〜M年3 月 

昭和33年1 月 .
昭和36年10月〜38年 9 月 
昭和36年10月-^同年12月 
昭和38年10月〜同年月

昭和39年 6 月〜40年5 月

昭和40年6 月

昭和41年7 月〜48年3 月

昭和43年4 月〜，

昭和48年3 月 .
旧和4啤 4 月 

昭和48年9 月〜 -

所属学会および現在の役職

小 池 徳 太 郎 （筆名小他基之）

生 年 月 日 明 治 41年4 月1 日生 

本 I I 地宮城県仙台市北三番丁  53番地 

現 住 所 神 奈 川 県 藤 沢 市 德 沼 族 が 谷 3丁目13番3 号

慶應義塾大学経济学部卒業

慶應義熟大学経済學部助手. -
慶應義塾大学助教授（経済学部） 農業経済学を担当

患應義望大学教授（経済学部） 農業経済学を担当

慶應義態大学大学院経済学则究科設置に伴い，経済学研究科委員を兼ねる

仏 . 独 . 英国に留学-

東京大学経济学部講師を兼ね農政学を担当

f地主制の研究J により経済学博士の学位を受く

慶應義態大学経済学部長兼大学院経済学班究科委員長

農林省林業試験場研究顧問（地代論に関する研究指導）

海外大学教ま総合調査団のニ員としてァメリ力合衆国，カナダ. フランス，ドす 

ッ.イギリスの諸大学ポ調查 

慶應義塾常任理事となり慶應義熟大学教授および大学院経済学研究科g 員を兼ね 

る

慶應義塾大学教授（経済学部）兼大学院経済学研究科委員に復もミ}
廣政調ま‘会農地制鹿資料集成編算委員会委員 ,

経済学史の講義を担当 ■
慶應義塾大学を定年退職

慶應義熱大学名誉教授の称号を受く

農政調査会農地改革資料編纂麥鼻会委員

日本経済学会速合 

土地制度史学会

理 事  

理 事

日本経済政策学会 理 事

社会経済史学会 評議員 ■ ■ ...

農業编済学会’ 会員 ■ 1

経済学史学会 .会.， ， ；!
経济理論学会 会.員

村落社会研9セ 会 、 編後委員

アダム，スミスの会 会 員 f
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